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アスベスト汚染対策規制に関する研究（勝田）１３５
ン卜するような方法ではなく，結晶化した無機物質の性質を利用して，エッ
クス線や電子顕微鏡を利用した化学分析が行われる。比較的高度な方法を必
要とすることから，正確に存在を確認し，定量分析を実施できる分析機関は
（９）
限られる。また，他の粉じんｶｺﾞ同時に発生していると，アスベストと分類し
て取り扱うことは極めて困難となる。但し，他の有害物質のように溶解する
ことはないため，所定の測定により分析すれば，環境中での存在は正確に把
握できると考えられる。
３汚染物質の拡散
（１）環境汚染の発現までの時間
ここで，アスベスト汚染が様々な環境汚染の中でどのような位置づけにあ
るかを検討したい（図２参照)。急性的影響（汚染後すぐに被害が発生する
もの)，亜急性的影響（汚染後，直接又は副次的に少し時間が経過した後，
被害が発生するもの)，慢性的影響（時間がかなり経過した後，被害が発生
するもの）におおまかに分類し，人への影響，生態系の破壊，環境メカニズ
ムの破壊に分けて分析する。化学物質は，環境条件が異なることで多くの性
質を現し，生体と反応すると，急性的な影響による被害であっても後遺症な
ど長期間にわたる影響が現れ続けることもある。インド・ボパールやイタリ
ア・セベソの農薬工場で発生した有害物質放出事故においては，後遺症や副
生成物（ダイオキシン類）などで現在も苦しんでいる被害者が存在する。対
して，アスベストの人体への急性的な影響は知られていないため，慢性的な
毒性に限定した問題として取り扱われている。また，アスベストの採掘場や
最終処分（埋め立て，場合によっては不法投棄を含む）などで環境に飛散し
た場合の生態系への影響に関しては不明である。鉱物として地中にあったア
スベストが新たに一般環境中（地上）に存在するようになったことから，生
態系に何らかの影響を与えることが無いとは言えない。他方，アスベストが
環境メカニズムそのものに影響を及ぼしているという報告もない。しかし，
136
。仰こ〕、裡剖腿題壌鐸鴇氾異扣旺戸川一輻Ｋ幻其瓢鐸刊這岬冥扣叶弱Ｍ一睡ｕ世漂猟。〆巨△。岬轡〉壁型騨戯ｅく鵬選刊〆北喪ｅ濃獺、※
・爬二〕黒のや一鵠箔「廻謹ｅ堆箱椰氾や証川一瓢鼻唄蝉」篭ｅ川一報ト【”型や坦当逼課艇砺Ｋ国※
・狸△羽細ヨコく偵自御翼堪／ヨコくつｇ囚御隠ロ品川一墾鮒ｅＷｊ遇嘆箔－１係トハァヤニヘトＸｅ丹迩生の〆巨（詞トャトハヤニ
やくＩ長八検ⅡＨ）懇Ｈ糠蝋ｅ悟ニヘーて鶚。１入や、囚【掛冨①［“箱繍ニヘーヒ鶚。狸△矧蝦箔脚堪側屠呂圀懸母朗／Ｐ辻締投冥扣沮輯甲巨八八群
代や恥Ｍ一国瞳ロ招川一箱榔蝦蝋ｅ（ｎＡ熟、。ｍ・ハレド指）螺Ｈ憾迦担今知恕や【てやｅ〉項、巾ｗｅ卜（一年やⅡ一正ト畔①８【坤箱脇戸Ｙや［※
騨
醸
ｅ
ぐ
く
刈
賦
辱
雛
收
国
国
Ⅱ
難
避
彊
遡
璽 （伽翼）味日但建
（［Ｋ揖卜（｜いり”辮贈］味目蛆娠）
繍
劇
哩
娠
Ｉ
（脚翼）嚥順涯蝋
Ａ
１
１
ｌ
ｌ
１
１
１
ｌ
ｌ
ｌ
‐
‐
‐
‐
１
１
‐
－
１
１
‐
１
１
‐
‐
Ｙ・’８１’’’’’１，’１‐‐Ｉ‐‐Ｉ‐‐Ｉ‐‐ＩＩＩＩｌＩＩＩＩＩＩｌＩ
Ａ
ｌ
ｌ
‐
１
１
‐
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
‐
‐
１
１
１
１
１
１
－
１
１
１
４
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
４
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
Ａ
Ｉ
Ｉ
‐
１
１
‐
１
１
－
－
－
－
１
１
－
１
１
１
１
１
－
－
－
－
１
‐
４
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
ｌ
１
１
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
‐
‐
‐
‐
‐
１
‐
ｖ
０
０
Ｉ
０
０
Ｉ
０
０
Ｉ
０
０
Ｉ
：
Ｉ
０
０
Ｉ
０
０
Ｉ
Ｉ
Ｉ
０
０
Ｉ
０
０
－
‐
‐
－
０
‐
Ｉ
０
０
Ｉ
０
０
ｌ
０
０
ｌ
伽
揮
嚢
諒
輯
叩
拓
ｕ
ハ
エ
小
４
１
‐
１
１
１
１
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
「
‐
１
１
１
１
‐
‐
‐
‐
‐
４
‐
‐
‐
‐
‐
１
１
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
ｌ
‐
‐
‐
‐
‐
‐
４
‐
‐
‐
‐
１
‐
‐
１
‐
‐
‐
‐
‐
‐
１
１
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐
騨
融
呂
遡
佃
圏
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
１
１
１
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
１
－
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｉ
ｌ
１
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
‐
暖
騨
岬
品
旦
溺
綱
鐸
麺
Ｉ
‐
Ａ
Ｉ
１
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
１
１
Ｉ
‐
Ｉ ‐ＩｌＩ１ＩＩ－１ＩＩｌ１‐－１１‐ｍ※鱈如絲廷
（腱諜廻）］量犯鱗裂
４
‐
ｌ‘ＩＩＩＩＩＩＩＩＩｌｌエバ、ヤトニー‐ｕＡＩＩ
鋤
避
彊
墾
頓
《一
や
枠
今
般
坤
温
鱒
丑
毛
迷
遜
咲
図
ｅ
剖
囮
煙
棋
‐ＩＩ－ｌｌ－－ＩＩ－ｌＩ‐贈逼噌虹辱朴等
’
’
’
一
［旺寵〕△剖葉輯］
Ｕ△■■▽▲■■□』
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｕ０■■■■Ｂ□』
岬
黒
扣
記
輯
の
倹
鑑
血
Ｋ
関
ｕ
蕊
轌
鍵
隅
辨
ペ
噂
］
棄
轌
辻国
［
※
箱
協
会
－
て
語
‐’’－１－－‐灘艇越辱
．（鮴腰やいややいや／腫咄咄
着Mn・※締￣伜栢駅『<岨Mmo跡昌四浬俎
榊
］
割殆声俎ｅ''／
・・型Ｙ垣〈,片
絲栢｣FLKp目･Ｒ
Ｈ綿仏
７７７
侭
（幻邑呂聾ｅ鵬馴遡趨藍）哀国雫柵蝋
ペ
哩
缶
図
髄
樵
叩
弔
辿
靴
墨
聖
恥
詔
劉
ｅ
｛
熟
Ｙ
ＩＩＩｌＩＩＩｌＩＩｌＩＩＩＩＩ‐ペ岨ｅ騨祭本
銀
纈
ｅ
騨
鼻
鉛
１
１
１
‐
鮴
灘
腫
騨
引
・
岩
悟
裂
・
虹
畳
・
賑
Ｋ
ＩｌＩＩＩＩＩＩＩＩｌＩＩｌＩＩＩＩＩｌｌＩＩ‐謹魚
‐
Ｉ
‐
（
幻
何
雇
唖
緊
〃
雇
田
熟
）
灘
蝋
》
柵
魍
‐ＩＩＩＩＩＩＩＩＩＩＩＩ‐（ミ戸口卜Ｈ）ざ灘
ＩＩ１ｌ
■・■■■■■■。。■』
渥
匙
蚤
鰕
蛾
ｅ
ヨ
ざ
等
轡
魍
鐇
浸
騨
鱈
奨
租
鞠
廻
１１１１１１‐製製Ａ１Ｉ！‐－－－‐恕躍侶購
騨
督
ｅ
刹
杙
Ⅱ
長
×
（護皿）騨鵡
‐
，
１
，
，
１
‐
‐
－
‐
’
１
‐
’
’
’
’
’
’
’
１
，
，
１
（永騏ｅ卜坦禦）
（永蹴ｅ劃鐸小鐸鉛）
騨
塔
ｅ
帳
鐘
判
：
Ｉ
：
Ｉ
：
Ｉ
：
Ｉ
：
Ｉ
：
Ｉ
：
Ｉ
：
１
（ヨ懸鈩ヨホ）
（鑑轡ｅ瓢鼻帥悴）く
アスベスト汚染対策規制に関する研究（勝田）１３７
地球温暖化防止対策のように法律によって省エネルギーや再生可能エネルギ
ーの導入が図られる際に，対摩擦性，耐熱性など性能がよく安価な材料であ
るアスベストが使用されることも考えられるため，利用や使用を制限する対
策を施す必要がある。各種製品を輸入する際にも事前にチェックする規制が
必要である。新たな環境保全対策が新たな汚染を発生させることは避けなけ
ればならない。
（２）建材から放出される汚染物質との比較
（10）
シックハウス症候群では，アスベストと同様に建材ｶｭら発生する微量の汚
染物質によって人への被害が発生している。曝露された者の症状は，頭痛，
めまい，物忘れ，臭気異常等のアレルギー性疾患が認められている。原因と
される化学物質は新建材に含まれる微量のホルムアルデヒドや揮発性有機物
質（VolatileOrganicCompounds；VOC／キシレン，トルエンなど）に
よる複合毒性と考えられている。アスベスト汚染と異なり，汚染物質の影響
が比較的短時間でアレルギー症状として表れたこととで，社会的に注目を浴
びた。また，汚染物質に悪臭を発する性質があったことで，人の嗅覚による
存在確認も可能となり，法律による具体的な規制も進められた。
シックハウス対策のために改正された建築基準法（2002年７月公布，施
行）では，危険有害物質濃度を回避する対策として以下の項目が示されてい
る。
①規制対象とする化学物質：クロルピリホス及びホルムアルデヒド
②クロルピリホスに関する規制居室を有する建築物には，クロルピリホス
を添加した建材の使用を禁止
③ホルムアルデヒドに関する規制
ａ、内装の仕上げの制限居室の種類及び換気回数に応じて，内装仕上げ
に使用するホルムアルデヒドを発散する建材の面積制限を行う。
ｂ、換気設備の義務付け，ホルムアルデヒドを発散する建材を使用しな
い場合でも，家具からの発散があるため，原則として全ての建築物に機
１３８
械換気設備の設置を義務付ける。
ｃ・天井裏等の制限天井裏等は，下地材をホルムアルデヒドの発散の少
ない建材とするか，機械換気設備を天井裏等も換気できる構造とする。
したがって，有害物質による環境汚染問題は，短時間で被害が発症，また
は存在が自覚できると，技術的な解明もすすみ社会的にも注目されやすくな
る。対して，アスベストは，汚染が予想できていたにもかかわらず，労働現
場を除いて，使用禁止には至っていない。やはり，‘慢性毒性への理解があま
り無いことが問題であると考えられる。
（３）ラドンの放出との比較
大地から大気中に慢性的な毒性を持った気体であるラドン（222Rn）が放
出されている。この気体は，ラジウムがα崩壊して生成される放射性化学物
（11）
質である。国連科学委員会（UNSCEAR）の報告では，ラドン及びその娘
（12）
核種は自然放射線の57％に及ぶとされている。ウランカゴ原子崩壊して生成し
た化学物質は，ラドン以外は常温ですべて個体であるので，あまり一般には
知られていない。さらに慢性的な毒性が問題であるため，一般公衆にとって
リスクを理解することは難しい。人体にラドンガスが吸引され生体内の細胞
(肺）に入り込むと，その後放射線を出し続け，長期間の被爆となってしま
う。放射能による`慢性的な健康障害として貧血，白血病，老化の促進，突然
変異等の虞があり，ラドン特有のものには肺ガンの発症が指摘されている。
アスベスト汚染とは，空気中から経口摂取されることと，生体内の細胞に強
い刺激を与えることで健康障害を生じる点が類似している。汚染源となりう
るものには，天然鉱物が配合された建材や土地そのものから発生するラドン，
及び地下水，天然ガス，液化天然ガスに含まれているラドンの気化である。
しかし，わが国では放射性物質は，環境関連の法律での規制対象にはでき
ない。その理由は，「環境基本法」第13条で「放射性物質による大気の汚染，
水質の汚濁及び土壌の汚染の防止のための措置については，原子力基本法
アスベスト汚染対策規制に関する研究（勝田）１３９
(昭和30年法律第186号）その他の関係法律で定めるところによる｡」とされ
ていること，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第２条の廃棄物の定義
でも「放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。」とされているこ
と，さらに「土壌汚染対策法」第２条第１項でも放射性物質は同様に法の対
象から除かれることが定められているからである。したがって，環境中に存
在するラドンは，環境法による安全対策は取られていない。
国連科学委員会（UNSCEAR）では，気密性が高い室内や浴室内（シャ
ワー室内）でラドン濃度が高くなるとしている。特に省エネルギー性を高く
（13）
した密閉性ｶｺﾞよい室内の被爆が大きくなることを懸念している。わが国にも
ラドンが発生する地点は数多く存在しており，天然鉱物が配合された建材も
多い。しかし，それらの危険性を確認されることはなく，現状も把握されて
いない。また，一般公衆に注意を促すこともされていない。ラドンは，アス
ベストと同じ慢性毒性であるため，被害が発生しても原因を特定することは
困難と思われる。また，アスベスト被害と同様に被害が発覚した時点で既に
莫大な数の被害者が存在してしまっていることにもなりかねない。環境汚染
は，行政区分に関係なく時間的空間的に拡大するものであり，縦割りにされ
た行政によって非合理的な対処になってしまっていることが懸念される。
４対処
（１）’慢性毒性被害の原因
慢性的な毒性による被害は，長期間を経る間に複数の原因が考えられるこ
とがあり，因果関係の証明が極めて困難になってしまうことがある。米国で
（14）
は，既にアスベストと喫煙による‘慢性毒性の被害原因の競合が発生している。
Herman,ｖＡＣ.＆S,,Inc,PorterHaydanCo（1991）事件では，３２年間
防熱用アスベストで覆われたボイラー及びパイプ・タンク等が据え付けられ
た区間で作業していた者（原告，３２歳）が，アスベストが原因の肺ガン等を
発症していたとして損害賠償を求めている。アスベストを利用した装置を使
140
用していた雇用主（被告，Ｓ,Inc,PorterHaydanCo）は，アスベストの
粉塵飛散が原因ではなく，原告の喫煙が原因であるとした。対して，原告は，
肺ガンの発症が認められた14年前に禁煙していたので主たる原因はアスベス
トであるとしている。
当該訴訟は，和解となり，原告雇用主69％，工事請負業者と資材供給業者
が31％の過失を認め，和解金額の1,662,500ドルが原告に支払われている。
現在では，有害物質の影響を評価する研究では，喫煙量が多い者は原因が
不明確となることから正確な結果が得られないとされており，喫煙は少なか
らず生体影響を与えていると言える。今後わが国におけるアスベスト被害者
を救済する際，他の汚染源との因果関係が問題になると考えられる。医学的
解明は極めて困難であるため，様々な１情報を客観的に審査し，アスベストに
よる発症の蓋然性の高さを判断することになる。
（２）ＬＣＡ
ＬＣＡ（LifeCycleAssessment）の検討では，海外での原材料の採取の際
の汚染及び，輸送時の汚染部分を除いて検討されることがある。例えば，地
球温暖化原因物質である二酸化炭素の排出に関するＬＣＡ分析では，海外で
の原料採取や移動の部分が除かれ，国内の排出量にのみに焦点が当てられる
ことが多い。地球温暖化原因物質の環境放出を防止するための国際的規定を
定めた京都議定書では，各国内についての温暖化物質排出について削減目標
を示しているため，現材料の調達先である海外の放出状況には余り目が向け
られない。このため，地球温暖化という地球全体の環境問題であるにも関わ
らず，国際間を移動する原材料であっても，国内の中のみしかライフサイク
ルの評価がなされていないのが現状である。地球環境保護の目的を明確に捉
えているとは言えない。
アスベストについても，海外での原材料の状況についてはあまり注目され
ていない。国内で利用されているアズベストは，｜日ソ連，カナダ，ジンバブ
エ，南アフリカなどから大量に輸入されたものである。原料鉱物の掘削の段
アスペスト汚染対策規制に関する研究（勝田）１４１
階では，鉱物の状態であり，毛羽だった状態に加工されていないが，採取方
法によっては飛散している恐れもある。さらに国際間における輸送の状況も
調査し，正確なＬＣＡを実施する必要がある。また，過去には，国内でもア
スベスト鉱山が操業していたこともあるため，汚染の事例を過去から調査し，
現在のこれら鉱山におけるアスベストの飛散防止など安全対策について再確
認する必要もある。
一方，前述のとおり以前家庭で使用していたトースター，ドライヤー，天
花粉などにもアスベストが含有されており，これらの製品の現状を把握する
必要がある。また，現在でも多くの建築物にも利用されていることから，使
用状況等を確認し，環境リスクを確認する必要がある。アスベストの有害性
は，数十年を要する'慢性毒性であることからＬＣＡ'情報が整備されなければ，
将来の莫大な被害を予防することはできない。
また，アスベストのように産業界に様々に利用されてしまうと，使用中止
による経済的なデメリットも大きくなってしまい，代替品の開発・普及の制
約も大きくなる。また，ＬＣＡ分析を行う際にも，用途毎の極めて多くの情
報収集と評価が必要となり，環境リスクを把握することも困難となってしま
つ。
（３）環境中への放出防止
①作業環境
作業環境に関しては，「労働安全衛生法」の特別法となる「石綿障害予防
規則」（2005年２月制定，７月施行：以下，石綿則とする）で規制されてい
る。本規則は，特定化学物質等障害予防規則より分離されたもので，アスベ
ストを大量に輸入していた頃に作られた建築物の解体に対処するために作ら
れたものである。総則では，事業者の責務として，「①事業者は，石綿によ
る労働者の肺がん，中皮腫その他の健康障害を予防するため，作業方法の確
立，関係施設の改善，作業環境の整備，健康管理の徹底その他必要な措置を
講じ，もって，労働者の危険の防止の趣旨に反しない限りで，石綿にばく露
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される労働者の人数並びに労働者がばく露される期間及び程度を最小限度に
するよう努めなければならない。②事業者は，石綿を含有する製品の使用状
況等を把握し，当該製品を計画的に石綿を含有しない製品に代替するよう努
めなければならない｡」ことが定められている。
また，労働安全衛生規則第36条第37項に，「石綿則第４条第１項で定めら
れている石綿等が使用されている建築物又は工作物の解体等の作業に係る業
務」が「特別教育を必要とする業務」と定められた。さらに，行政によって
複数のパンフレット等が作成され，安全に関する啓発がなされている。
なお，1995年及び1996年の労働安全衛生法施行令の改正によって，アモサ
イト，クロシドライトやその他アスベストを含む指定の製品について製造等
が禁止され，わが国のアスベストの使用量が大幅に削減された。
他方，アスベストによる被害が長期間を要して発現することから，労働者
等の遺族で労災保険の遺族補償給付の支給による権利が時効により消滅した
者に，「石綿による健康被害の救済に関する法律」に基づいて特別遺族年金
及び特別遺族一時金が，2006年３月から支給されるようになった。すなわち，
アスベストの利用に対して十分な防止対策をしなかったため，事後の対応
(救済）に大きなコストを要してしまったことになる。環境会計上の非常に
悪い例と言えよう。今後，作業者又はその家族から企業へ損害賠償請求が多
数行われてくることも予想される。
②一般環境
国内のアスベストを含む廃棄物の処理・処分については，「廃棄物の処理
及び清掃に関する法律」で規制されており，「廃石綿等」として特別管理産
業廃棄物の扱いとなっている。廃棄物の処理・処分コストが高騰しているこ
とから，アスベストを含有した「不法投棄」に注意しなければならない。し
かし，アスベストを利用した製品は，3,000種類以上に及ぶとされており，
アスベスト含有製品が把握されないまま，一般廃棄物，または産業廃棄物と
して処理処分されている。それら製品を分離抽出し，適正に処理処分を行わ
なければ，アスベストによる環境リスクを増加させることもあり得る。
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また，大気汚染防止法（以下，大防法とする）では，アスベストは「特定
粉じん」（大防法第２条第５項，政令第２条の２）と定められ，特定粉じん
の発生施設や排出作業が規制されている。特定粉じん発生施設を設置しよう
とするときは，都道府県知事に届け出なければならない。そして，特定粉じ
ん発生施設を設置している者は，工場等の敷地境界線におけるアスベスト濃
度を測定し，その結果を記録することが義務付けられている。大防法及び環
境省令では，特定粉じん発生施設（工場，事業所等）に係る隣地との敷地境
界における規制基準（敷地境界基準）を，大気中濃度でＭに10本以内と定
めている。
さらに，工場等からの排出量や移動量（廃棄物としてまたは下水道への排
出される量）に関しては，事業者自ら記録し公表が義務づけられている前述
の「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する
法律」で規制，管理されている。当該法で公表された情報によるとアスベス
トの排出量は，2001年度140kg，2002年度95kg，2003年度49ｋｇで，移動量
は，2001年度4,159,207kg，2002年度3,167,806kg，2003年度1,866,973ｋｇ
となっており，工場等から環境に放出される量は急激に減少している。わが
国への輸入量（(社）石綿協会発表）も，2001年度794,63トン，2002年度
43,313トン，2003年度24,653トンと減少している。国内での取扱量が減少し，
環境中への放出も減ってきていることが推定できる。
他方，不法投棄等で埋め立てられてしまったアスベストの存在確認も必要
である。生体内への吸引の自覚や急性的な毒性がないアスベストは，一般環
境中に放置されると最も危険な状態となる。土壌汚染の現状把握を目的とす
（15）
る土壌汚染対策法では，アスベストは規希Ｉの対象となっていないため早急に
規制の対象とすべきであろう。ただし，当該法の規制で調査すべき地点は，
工場跡地などに限られるため，その他の地域にはガイドライン作成や民間企
業の自主規制が望まれる。
③有害廃棄物としての輸出入
「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条
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約」（以下，バーゼル条約とする）では，附属書Ｉ（規制する廃棄物の分類）
【有害物質のリスト】Ｙ36石綿（粉塵及び繊維状のもの）及び附属書Ⅷ原則
規制対象の化学物質（Ａ表）（Ａ２Ａ２０５０石綿の廃棄物［粉じん及び繊維
状のもの]）として定められている。国内での輸出入に関しては，国内法と
なる「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律」に基づいて手続き
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がなされる。アスベストは「特定有害廃棄物等の輸出入等の規帝Uに関する法
律」では，「別表第二（原則として規制対象となるもの）二（無機物を主成
分として金属又は有機物を含むおそれがあるもの）五石綿（粉じん又は繊
維状のものに限る)｣，及び「別表第三（規制対象となるもの）三十三石綿
(粉じん又は繊維状のものに限る）を含むもの」として定められている。但
し，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」の対象となる廃棄物に関しては，
一般廃棄物の輸出（第10条)，産業廃棄物の輸入及び輸出（第15条の４の３
～４の５）の規定に基づく輸出入の確認が必要である。
なお，ＯＥＣＤ加盟国との間で輸出入が行われる場合は，貨物が規制対象
物であるかどうかの判断は，「経済協力開発機構の回収作業が行われている
廃棄物の国境を越える移動の規制に関する理事会決定に基づき我が国が規制
を行うことが必要な物を定める省令」に従うことになる。
これら法律により，アスベストの輸出入は厳重に規制されるが，バーゼル
条約に批准していない国との取引等には注意する必要がある。
（４）有害性の事前評価による適切な対処
化学物質による環境汚染において，最も重要な問題は原因物質とその影響
の因果関係の解明である。化学反応は長期間になるほど不確定要因が増加し，
反応を予測するためのパラメータが複雑となる。生体内で生じる無数の反応
を経時的に把握するには気が遠くなるような実験データの積み重ねが必要で
ある。発ガン性や変異原生などの実験には，小動物が使用され，そのデータ
を人間に適応させた場合のＮＯＥＬ（NoObservedEffectLevel：無影響量）
やＮＯＡＥＬ（NoObservedAdverseEffectLevel：無毒性量）などを決定
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している。検体の個体差（性質の違い等）によってかなりの誤差が生じるこ
とは確実であるが，それらデータに基づき環境汚染防止や健康被害防止のた
めの規定が作られている。
ＥＵで来年（2007年）に施行予定のＲＥＡＣＨ（Registration,Evaluation
andAuthorizationofChemicals）規制では，「リスク評価が遅れている約
3,000物質の既存物質について安全性の事前調査を企業に義務づけている。
この調査はこれまで行政によって行われてきたものだが，これからは企業の
（17）
負担，いわゆる社会的コストとして費やされることになる。ＯＥＣＤでも
1992年から「高生産量化学物質点検プログラム」を実施しており，2020年ま
でに5,000物質を調査する予定である。しかし，これまでに330物質しか確認
されていないため，あまり期待されていない。ＲＥＡＣＨ規制が成功すれば，
多くの化学物質の性状が国際的に調査されることになり，今後の化学物質の
安全対策にとって非常に有効な情報が整備されることとなる。
ＲＥＡＣＨ規制の概要は，次のようになっている。
①年間１０トン以上の化学物質を製造・輸入する者に化学品安全性評価書
（CSR）の作成を義務づける。
②新規化学物質と既存化学物質を同一の枠組みで規制する。既に市場に供
給されている既存化学物質についても新規化学物質と同様に登録を義務付
ける（年間１ｔ以上の化学物質を製造，輸入する者が対象)。
③既存化学物質に登録義務を課すことに伴い，既存化学物質について従来
政府が担ってきたリスク評価の実施を産業界に移行する。
④リスク評価を，化学物質の製造・輸入者だけでなく，ユーザ業界にも義
務付ける。
⑤通常の使用状態で放出が意図され，有害性を有する一定の化学物質を含
有している成形品（article）についても，成形品の製造・輸入者に対し，
含有化学物質の登録を義務付ける。
⑥発がんなどの懸念が極めて高い一定の化学物質については，個々の用途
毎に上市を認可するシステムを導入（産業界においてリスクが極めて小さ
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いこと等が証明できない限り，原則上市を禁止)。
本規制では，化学物質の用途毎に有害性に関して審査，対処されることと
なっており，アスベストのように含有製品が多岐にわたるものに対して合理
的な対処が期待できる。また，化学物質の安全性調査は高コストを要し，慢
性的な毒性試験はさらに高額となる。このため，企業での一般環境中で性質
が不明な化学物質や有害性が高いものの使用が減少する経済的な誘導の効果
もあると思われる。
他方，化学物質の性状について調査すべき項目は，物理的・化学的性質，
生体への影響，環境中での反応による直接的影響及び副次的影響など非常に
多岐にわたる。今後新たな有害性や地球環境汚染の原因が発見される場合も
考えられ，全ての化学物質が潜在的な環境汚染の可能性を秘めている。しか
し，化学物質の安全１性に関する定量項目については多くの部分が未調査のま
まとなっている。化学物質のリスクが定量的に判明した性質の部分には，相
当の安全対処を施せば，安全性を高めることができる。しかし，性質が不明
な部分については，対処方法も不明である。理想的には，性質が不明な部分
をもつ化学物質には，最も厳しい安全管理である完全密閉が必要となること
となる。
わが国では，新規化学物質を製造又は輸入する事業者は，「化学物質の審
査及び製造等の規制に関する法律（1973年公布)」（以下化審法とする）に基
（18）
づき，事前の届出と試験データの提出が義務づけられている。しかし，既に
（19）
一般に使用されている既存物質１こついては，登録のみが行われているだけで
ある。有害`性（難分解‘性，高蓄積性，長期毒性のおそれなど）の試験は行政
により漸次行われているが，ほとんどの既存化学物質は，性状はわからない
ままで使用されているのが現状である。化審法に基づく既存物質登録は約
20,000物質あり，労働省（現厚生労働省）の調査では，実際には約48,000物
質が職場で使用されていることもわかっている。化審法で新規化学物質とし
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て有害性審査が実施された化学物質は少数であるので，両省の化学物質数の
差は，非常に重大なことと考えられる。企業で使用されている化学物質の種
類の正確な状況を確認する必要がある。事業者は，既存化学物質，または登
録していない物質であっても，現場で使用しているものについては，自主的
に性状を十分に調査することが望まれる。特に過去に経験がない条件で使用
する際に注意を要する。
５まとめ
アスベスト汚染の経験から，‘慢性毒性物質は，被害が判明した時点（毒性
が発現した時点）で，既に人への汚染が広がっていることが予想できる。し
たがって，化学物質が持つ慢性的な毒性が解明された時点で，早急に対処を
行わなければ，汚染は広がり続けることとなる。すなわち，’慢性毒性による
化学物質の汚染には，予防が極めて重要と言える。慢性毒性物質による被害
を回避するには，まず危険性がある化学物質を見つけ出す必要がある。それ
には，REACH規制のように現在利用している化学物質についていち早く有
害性調査を実施することが最も合理的な対処であると考えられる。特に，ア
スベストのように材料として極めて有用で安価な化学物質は，時間の経過と
共に様々な用途が次々と開発されていき，同時に汚染が急激に拡散していく
こととなるため，対処の遅れは深刻な問題を引き起こすこととなる。
他方，化学物質の慢性毒性を確認するには，非常に多くの調査を必要とす
るため，長期間を要する。このため，有害性に関し技術的な背景が確認され
るまで法規制による具体的な対策は遅延してしまうのが現状である。アスベ
ストの取り扱い等を規制している法律は，「労働安全衛生法｣，「大気汚染防
止法｣，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律｣，「建設工事に係る資材の再資
源化等の促進に関する法律｣，及び「石綿による健康被害の救済に関する法
律」であり，生産サイドは直接，規制されていない。環境中で製品劣化，又
は廃棄の際に飛散，拡散するような有害物質全てについて，環境リスクが判
148
明した時点で法律による生産抑制又は禁止を実施すべきであると考える。
アスベストのように慢性毒性が判明していたにも関わらず，合法的に様々
な製品に使われ，多数の被害者が発生するような汚染は，くり返してはなら
ない。今後は，特に既存物質について慢性毒性を早急に調査するシステムが
構築され，毒性が判明次第，新たな具体的措置とる法規制が制定されること
を期待したい。
（１）ＭＳＤＳとは，化学物質の性質を一覧にまとめ，環境安全や労働安全のための基
礎'情報として利用することを目的としたシートのことで，例えば，次に示すよう
な内容が記載される。
①物理的性質
分子式，分子量，外観，臭気，ガス比重，液密度，沸点，融点
蒸気圧，臨界圧力，臨界温度，溶解度
②化学的性質
水との反応性，燃焼性，浮遊性，熱に対する安定性
光に対する安定性，空気酸化，その他の物質との反応性
③年間生産量・貯蔵の形態
④生体影響
急性毒性，許容濃度，亜急性毒性，慢性毒性
その他生体毒性評価方法による値
⑤適用法規類
⑥事故事例
⑦その他
各種工業で使用される際の工程
致死量
勝田悟『－汚染防止のための－化学物質セーフティデータシート」（未来工研，
1992年）６～８頁参照。
（２）労働現場における以外にも事故時の環境への対策や含有される微量有害物質に
よる廃棄物の処理・処分の対策などが検討された。また，洗浄工程で使用される
トリクロロエチレンや1,1,1‐トリクロロエタンの有害性についても問題となった。
（３）但し，1971年に「特定化学物質等障害予防規則」が制定され，アスベストは，
第２類物質として製造，取扱い作業における規制（発散防止設備の設置，換気装
置の設置，特定化学物質等作業主任者の選任，作業環境測定の実施等）及び健康
診断の実施などが義務付けられた。さらに，1975年の特化則の改正では，次の規
定が加えられた。
①アスベスト等の吹付け作業の原則禁止
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②特定作業における湿潤化によるアスベスト等の発散防止等による規制強化
③雇入れ時，アスベストの取扱い業務への配置換え時及びその後６月以内ごと
の特殊健康診断の実施（じん肺法による健康診断も引き続き実施）
また，1995年の改正時では，「特定作業における保護具，作業衣等の使用｣，「解
体工事におけるアスベスト等の使用状況の調査｣，「吹き付けられたアスベスト等
の除去作業における作業場所の隔離等による規制強化」の規制が追加されている。
（４）「南山堂医学大辞典」（1987年）では，これら疾病の性質は次のようになって
いる。
①アスベスト肺
アスベスト粉じんが長年にわたって吸入され肺に沈着し，肺に繊維増殖が認
められ，次第に肺機能が低下する疾病で，肺が線維化してしまうじん肺症（肺
線維症）の－つである。原因となる粉じんの種類によって，ケイ肺，炭肺，鉄
粉肺，石肺などがある。
②肺がん
人体に吸い込まれるとアスベストの繊維状の微細な構造が細胞の遺伝子を物
理的に刺激し，肺ガンを発生させる。
③悪性中皮腫
中皮腫は，内皮がんとも言われ，肺を取り囲む胸膜や，肝臓や冑などの臓器
を囲む腹膜等にできる悪性の腫瘍である。
また，アスベストによる疾病の認定基準（平成15年９月19日付け基発第0919001
号）では，石綿による疾病（石綿との関連が明らかな疾病）として，次が示され
ている。
①石綿肺，②肺がん，③胸膜，腹膜，心膜又は精巣鞘膜の中皮腫，
④良性石綿胸水，⑤びまん性胸膜肥厚
（５）東京都「アスベストＱ＆ＡVer1.03」（2005年８月）３４～39頁。
（６）勝田唐「早わかりアスベスト」（中央経済社，2005年）８～14頁。
（７）大気汚染防止法では，特定粉じん発生施設（工場，事業所等）に係る隣地との
敷地境界における規制基準（敷地境界基準）を，大気中濃度で１２に10本以内と
定めている。
（８）特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律で
ＭＳＤＳの提供の義務となる化学物質は，政令で第一種指定化学物質の354物質と第
二種指定化学物質の81物質の合計435物質が定められている。
（９）アスベストの存在を確認するための測定方法は，環境省環境管理局大気環境課
「吹付け石綿の使用の可能性のある建築物の把握方法について」（2001年３月）［１３
～14頁より抜粋］によると，次の方法が示されている。
〈吹付け材料中のアスベスト有無の分析（定性分析)〉
①位相差顕微鏡を使用した分散染色分析法
比較的短時間で容易にアスベストの存在が確認できる簡易定性分析法である。
②電子顕微鏡法
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・走査型電子顕微鏡法（SEM）
分解能が高く，サイズの小さいアスベストが計数でき，エネルギー分散
型Ｘ線分析器（EDS）を使用することにより，化学成分が判明し，ある程
度繊維の種類の同定を行うことができる。
・透過型電子顕微鏡法（ＴＥＭ）
位相差顕微鏡やＳＥＭよりはるかに微小なアスベストも検出・計数するこ
とができる。また，結晶構造の違いを利用した粒子の同定を行うことがで
きる。
〈アスベスト含有材料中の含有率の測定（定量分析)〉
③エックス線回折法
材料中のアスベストの含有量を求める分析方法として最も一般的になっている。
(10）米国環境保護庁で1987年に室内環境汚染の原因物質の種類を数十物質発表して
いる。また，ホルムアルデヒドの室内環境基準として，ドイツ，オランダ，スウ
ェーデンでは，lOOppb，ＷＨＯでは80ppb（30分平均）が示されている。
(11）ラドンは，原子番号は86で，融点-71℃，沸点-62℃，気体の密度9.739/１（0
℃，１気圧）となっており，常温では気体である。α崩壊及びβ崩壊を繰り返し，
最終的には安定な鉛となる。
(12）微量放射能による自然界における環境リスクは，ラドン以外にも存在しており，
宇宙線，カリウム40,ルビジウム87がある。
(13）国連環境計画編／吉澤，草間訳「放射線，その線量，影響，リスク」（同文書
院，1989年）１３～25頁。
(14）米国では1964年にすでに公衆衛生局長の諮問委員会の体系的報告で，喫煙が肺
ガン，肺気腫や慢性気管支炎など慢性閉塞性の肺疾病，その他疾病の原因または
合併症を引き起こすことが発表されている。また，アスベストは，1973年の鉄骨
への吹き付け（１％以上アスベストを含む）の禁止に始まり，1984年に“Asbes‐
tosSchoolHazardAbatementAct''’1987年12月にＴＳＣＡ（ToxicSubstances
ControlAct：有害物質規制法）に．TheAsbestosHazardEmergencyRe-
sponseAct”が制定され，濃度規制等衛生面の規制が行われた。1992年には，
ＥＰＡからガイドブックも出されている。
(15）土壌汚染対策法（2002年５月公布，2003年２月施行）では，第一条（目的）で
「この法律は，土壌の特定有害物質による汚染の状況の把握に関する措置及びその
汚染による人の健康に係る被害の防止に関する措置を定めること等により，土壌
汚染対策の実施を図り，もって国民の健康を保護することを目的とする｡」と定め
られている。
(16）有害廃棄物の輸入または輸出の申請は，まず外為法に基づき経済産業省にしな
ければならない。
(17）企業は，化学物質をＥＵ域内で１トン以上製造，輸入する場合は，新たに設置
される「欧州化学品庁」に，安全性データの登録が義務づけられる。
(18）ＭＳＤＳ制度が先行している米国では，新規化学物質の製造または輸入に関して
アスベスト汚染対策規制に関する研究（勝田）１５１
は，有害物質規制法（ToxicSubstancesControlActofl97６，１５ＵＳ.Ｃ2604,
2607,2613：以下ＴＳＣＡとする）第５条で規制している。当該法では新規物質製造
事前届け出（PremanufactureNotification：ＰＭＮ）の規定に従い有害性試験を
実施しなければならない。その有害性の有無等化学物質の性質を含んだＭＳＤＳは
ハザードコミュニケーション（EPAPremanufactureNoticeforNewChemical
SubstancesPartl-GENERALINFOMATION）の提供情報として添付が要求さ
れている。
(19）化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律では，新規化学物質による有害
性の審査は，極めて'慎重に行われているが，既に市場で使用されている「既存物
質」は，工業的性質など限られた性質以外は，ほとんど不明なままのものが多い。
